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立体骨組構造物の非線形解析法（I）

大崎　尚哉＊＊

A New　Plastic　Hinge　Method　for　the　Nonlinear　Analysis

　　　　　　　　　　of　Steel　Space　Frames（I）

by

Minoru　SHUGYO＊Midori　HORITA＊
　　　　　　　　　　　　，

and　Hisaya　OHSAKI＊＊

　　An㎜erical　method　for　the　n6nllnear　analysis　of　steel　space　frames　subjected　to　cyclic　loa4ing‘

is　prese頁ted．　It　is　a　kind　of　plastic　hinge　method，　and　plastic　defqrmations　in　the　plastic　hinge　are

obtained　by　integration　of　generalized　plastic　strains（axial　plastic　strain　ε8，　biaxia韮　plastic　curvatures

φ’andφ‘and　warping　plastic　curvatureφ£）of　the　member　a豊ong　the　assumed　length　Zρof　elastic．

plastic　region　respect　to　the　member　axis．　　The　non・stati6nary　hysteretic　stress・strain．relation　of

material　and　the　effects　of　large　deflection　are　taken　into　account．

　　In　the　present　paper　the　fundamental　theory　of　t｝1e　method　is　given　in　detail　showing　a　few　analytical　l

results　to　examine　propriety　of． @the　basic　concept　of　the　method　on（1）ultimate　load　behavior　of　curved

I－beams；（2）inelastic　behavior　of　wide　flange　beam・columns　under　constant　vertical　and　tow・d量mensional

alternating　horizonta玉loads．

1．　序

　骨組構造物の挙動は，本来三次元的な取扱いによっ

て明らかにされねばならない1）～4！特に弾塑性性状につ

いては二方向応力の相互作用効果という問題があるた

め，これまで軸力と二軸曲げ荷重を受ける鋼柱の弾塑

性挙動に関して，多くの実験的な研究あるいは解析法

についての研究が行われてきた5）～8）．解析法は，精度

を重視したもの，簡略さを目指したものなど数多く提

案されているが，近年の電子計算機の飛躍的な性能向

上を反映して，一方向載荷・繰返し載荷を問わず，部

材軸方向・断面ともに分割して微小要素とし，各要素

の応力ひずみ履歴関係に基づいて塑性域の拡がりを逐

次追跡しっっ解析を進めるCDC法？差分法§）有限要

素法｝o）等が使用されることが多い．

　複数部材で構成される立体骨組の解析法は，この単

一部材に対する解析法をそのまま拡張して適用するも

のと4）・11）～13），塑性域の拡がりを材端に縮約する塑性関

節法13）～16）の二つに大別される．鋼材は，降伏荷重を

越える繰返し荷重に対して複雑な応力ひずみ履歴関係

を示すため5）・22），骨組の解析においてもできるだけこ

れを考慮できることが望ましいが，前者はこの繰返し

応力ひずみ関係を直接適用できると同時に，塑性域の

拡がりを考慮できる特長がある．しかし，反面，素材

の応力ひずみ履歴曲線のパラメータが一つ一つの繊維
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で異なるため，必然的に彪大な記憶量と計算量とが必

要となり，最近の大型計算機をもってしても現実的な

解法とは言い難い．部材を微小要素に分割することな

しに塑性域の拡がりを考慮する簡略な解法も提案され

ているが6），二軸曲げモーメント～曲率関係に大胆な仮

定を導入しているため精度的な難点があるように思わ

れる．

　一方，塑性関節法の最大の利点はその簡略さにある

が，降伏曲面と塑性流れ則を用いて塑性変形成分を計

算するため，部材が徐々に降伏していく過程が無視さ

れ，素材の応力ひずみ履歴関係の評価も困難であると

いう精度上の問題を抱えている．降伏曲面については，

鋼材の降伏後のひずみ硬化やバウシンが効果を曲面の

移動によって表現しようとするPrager　17～Ziegler　18＞

の研究，複数の曲面を用いるMroz　19）の研究および曲

面の膨張をも考慮した田中ら20），山田ら21）の研究があり，

これを塑性関節にとり入れた研究15）もあるが，例えば

H型断面部材の場合，純二軸曲げでも前負荷後の降伏

曲面はかなりの形状変化を起こすことが明らかになっ

ており22），加えてそり拘束の影響もあることを考えると，

立体骨組の三次元的な繰返し挙動の解析に適用した場

合，かなりの誤差が生じることは避けられない．

　以上の観点から，本論文では，鋼構造立体骨組の複

合非線形解析法として，従来の塑性関節法の簡便さを

保ちつつ素材の応力ひずみ履歴関係をも考慮し得る手

法を提示し，既往の研究結果との比較によつでその妥

当性を検証する．定式化に際しては部材を線材として

取扱い，弾陛剛性としてはそりの影響を考慮した幾何

学的非線形剛性を用いる．また，部材の有限な回転を

考慮し23）・2？部材の変形成分と剛体変位成分とを明確

に分離するとともに，変形後の座標変換行列を更新し

ている．数値解法として変位制御形荷重増分法を用い

ることによって，最高荷重点以降の繰返し挙動を安定

に解析し得る，本棚では解法の基礎理論を提示し，次

報でその簡略化をはかる．

2．部材の幾何学的剛性

　本論文で用いた幾何学的非線形剛陸行列の誘導過程

は前田ら23）とほとんど同じであるが，そり変形を考慮

するため材軸回りのねじり変形を三次のべキ級数で仮

定している．

　部材座標系（コじ，シ，z一系）をFig．1（a）のように

定義し，各座標軸方向の変位成分を％，刀，ωで表わ

すと，ここで用いたひずみ成分は次の通りである．

　　・・一器＋壱（器）2＋麦（

　　ん一器＋甜

　　γ一一器＋器

Fig．1（a）のように，コ。軸上の」σ，雪

潔）2

（1）

y

　　　　　　　　　　　　　　　　，2方向の変位成

分を秘・，”・，ω・，⑳軸まわりの回転をφ。，そり関数をωで

表すと，断面上の任意の点（コσ，雪，g）の変位は，

断面の回転を微少として次式で表わされる．

　　　　　　　　　　　dω。　　　　　　　　　　　　　　　dφ。　　　　　　　伽。
　　　u＝％・一写砿一2薦＋ω薦
　　　”＝”o－2rφo　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）

　　　ω＝ω・十2φ・

（1），（2）式を用いて前田らの方法を適用すれば，次式を

満足する幾何学的非線形剛1生κθが得られる．

dQ＝κθdq （3｝

｛3｝式において，Qおよびqは部材端力と部材端変位で

あり，その成分は次の通りである．（Fig．2参照）

　Q＝｛F。‘．F。、F。、1臨‘価、M。、Mω、

　　　　凡」F》、F・，〃。、伽」〃。ゴMω」｝T

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4｝　q＝｛％・跳ω・θ・・θ・・θ・・θ望・

　　　　％ノ　”ゴ　ω」　θκゴ　θyゴ　θz∫　θ必∫｝T
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Fig．2　Nodal　Displacemehts　and　Nodal　Forces
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　　　　　＿　　　＿　　　　　　　　　　　　　　　　（1
　　　　　　　　　　：そりモーメント，・≡薇　ここに，ル1ω，ル1ω

な却，本論文ではんeの導出に際してひずみエネルギに

含まれる変位の四次項を全て考慮している．

3．塑性関節部の塑性接線剛性

　本解法では，塑性関節の力学的挙動をW．F．Chenら

の示した接線剛性9）を利用して評価する．この接線剛

性は単位長さ部材の一般化応力増分と一般化ひずみ増

分とを関係づけるものであり，部材を微小要素に分割

して各繊維の応力～ひずみ履歴曲線の接線係数を断面

について数値積分することにより得られる．断面形状

は任意でよいが，ここではH形断面について述べる．

　Fig．3にH形部材の座標系お・よび一般化応力Fと一

般化ひずみ』の成分を示す．Fと∠をそれぞれ断面の

単一荷重時の初期降伏値Fッ。，1脇。，My。，　My。，ε。。，

φ躍，φy。，φッωで無次元化したものの増分を

　　df＝｛d！。伽，伽。画。｝T

　　dδ一鵬幽礒d3。｝T　（5）

とすると，dfとdδの間に次のような関係が成り立つ．

df＝5dδ

ここに，

5粛

∫瓦穿　∫三二

∫瓦書∫瓦誕a

∫画幅一∫回申

∫娠寄∫瓦酵甕一

　　　　　　　　∫晦穿

　　　　　　　　∫瓦婿

　　　　　　　一∫・瓦ず予審

　　　　　　　　∫瞭寄

（6）

da
@画穿

万　∫瓦婿

　　　∫瓦曙

　　　∫瓦野寄

（7）

　耳t－EゾE，雪；運1／（B／2），2＝9／（D／2），

d・一吻晦λ一∬吻d訊一∬乏冠顔（8）

L一∬9伽蒔一∬遡雪d・

であり，E、は応力～ひずみ雇歴曲線の接線係数Eは

弾性係数，Bは断面の幅，　Dは断面の高さである．ム，

1創等は，（7）式の数値積分に用いる断面分割によっそ数

値的に計算したものを用いる．こうすることによって，

断面が完全に弾性域にある場合には5は単位行列とな

る．

　さて，収敏計算によって5が定まれば，一般化ひず

み増分の塑性成分dδρ

　　　dδ・一｛dε8薦醗娩ド　（9）

に対して

　　　（オf－5ρdδρ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）

を満足する塑性接線剛性5’は次のようにして得られる．

まず，5を（11＞式のように表す．

5＝

911812913ヨ14

否21522吾23324

831否32否33§34

841否42否43844

（11）

いま，dみとdε。の関係に注目すると

　　d／κ＝δ11dε。　　　　　　　　　　　　（1勿

ところが，弾i生成分d蕗については前述のように，

fx

o

》・辱
　　　　↓・、，φz＼・

　　　　↓

　　　　z

F三g．3　Generalized　Stresses　and　Strains
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an－11

Fig．4　」㌦～ε。relation
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¢ノ。＝ユdεε

となるから，Fig．4を参照して，

（13）
曲げ・そりモーメントの相互作用を考慮した塑性関節

を両端部に持つ立体骨組要素の弾塑性剛性行列を以下

に導く．

軌一ユ垂き11礎8

従って，

　　　　1　　　　　　dξ8dε。＝
　　　1一吾11

同様にして，

dφ・一1慧dφ8

碗一1⊇、，ゴ躍

d黄・一1三一轟

（1の

（15）

（1⑤

（15），（1⑤式を（6）式に代入すると，（10）式を満足する釧が得

られる．

ξ・一

－1一δ11

否21

1一§ll
こ｝31

δ12

1一否22

922

1一一922

　532

1－522
　翫2

1一δ22

913

1一西33

δ23

1－933
忌33

1一δ11

941

k1－811

1一§33

δ43

1－533

3f、　〕

1一ヨ44

否24

1一西44

534

1－544
ヨ44

1一§44

（17）

断面が完全に弾性状態にある場合には（17）式が計算でき

ないため，Sρの非対角要素を零として，対角要素に大

きな数値を入れればよい．

　5ρが求まれば，実際の接線剛性5ρは次元を回復させ

ることによって次の式で得られる．Sρの要素を謁

（ん，Z＝1，2，3，4）とすると

5』

・召・EA島畔蕊・Eる畠・Eハ解

㍊告瓢・晶・肌書・舖・E五孕

細か線書翻諒。肌尋
絹1×E噛プ…肌錘・E場・£・E・。

4。1　塑性関節部の力学的特性

　塑性関節部の挙動について次のように仮定する．

　（1）塑1生変形成分ば，軸力・二軸まわりの曲げモー

メントおよびそりモーメントに対応する成分のみであ

る．

　（2）サンブナンねじり剛性は，部材端降伏後も不変

である．

　（3）断面の形は降伏後も不変であり，そり関数も弾

性時と同じである．

　（4）せん断応力は，関節の降伏に寄与しない．

　（5＞一般に，部材の一般化ひずみの分布はFig・5（a）

のようになると思われるが，これを同（b）のように，あ

る仮定された長さZ。の内部で各塑性ひずみ成分が材端

部の値のまま一様であるとする．

　（6）’。部分の両断面間の相対変位の塑性成分は，部

材端iまたはj側に集約されて生じるものとする．

　さて，i，j端の塑性変位増分dq£dq夕を（4）式に準

じて次のように定義する．

　　　　　　　　　　　　　　ノ　　　　
　　dq8＝｛姻θ8・dθ繊｝1（19）
　　dq夕一幅dθ嗣θ銅θゑ、｝Ti

仮定（1）から，上記以外の成分は常に零となる．また，

dq7，　dq亨に対応する部材端力増分dQを，　dQ望を次のよ

うに定義する．

i

1　t　　　t

（1鋤 HL，1、、t，C

e謡ll； e罐ll；

」

ここに，A，ん，ム，1ωはそれぞれ断面積，断面二次

モーメント，そり定数であるが，数値積分によるので

はなく，真の値を用いるのがよい．なお，本論文では，

（7）式の5の対角要素のすべてが0，98よりも小さくなる

までは，断面を弾性状態とみなしている．

（a）

Plastic　strain

Hト
Zpi

Plastic　straln

j

（b）
Zpj

し

4．部材の弾塑性剛性行列

鋼素材の繰返し応力ひずみ履歴特性と，軸力・二軸

Fig．5　Assumpt量on　of　Generalized　Plastic

　　　Strain　Distribution
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ここに，dF揚，翻鵜等は実質的にはdFκ‘，　d蜘‘等と同

．じであるが，後述の部材剛性を導く際に便利なように

添字・を付けて区別している．ここで，3項に述べた

方法を用いると，以下のようにしてdQ2～d曜関係，

dQタ～dq夕関係が求められる．

　いま，（4）式の部材端刀Qが与えられたとすると，そ

の成分である軸力，二軸回りの曲げモーメントおよび

そりモーメントによって，

　　　Q、L｛F。、払、・M諏。、ド1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）
　　　Q廷低蜘M。、盈。、ド

が定まる．次に，Fig．1（a）とFig．3を参照してi，j

両端の一般化応力F‘，F、が次式で得られる．

　　　一1　　0

　　　　0－1
F‘＝

F」＝

0

0

1

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0　　0

0　　0
　　　　　ノ　　　　　　　ノ
　　　　αミ…R‘Qε

一1

0

0

0

1

0

　0

－1

　0

　0

　0

　1

Ql≡R、Ql

⑳

このF‘，F∫を用いることによって，3項で述べた方法

でi，1端の接線剛性s8，＄夕が得られ，　i，1端の

一般化ひずみ4，∠・の塑性成分∠£∠ヲを㈱式のように

定義すると，（24）式の関係が得られる．

　　　　　　　　　　　　　　T　　∠レ｛εぎ・嫁φ暑多気・｝

　　　　　　　　　　　　　　。　　　　　⑳
　　4ヲー｛ε8・φ夕、φξ・多8・｝

　　　　dF‘一S2d、48
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳
　　　　dF」一Sヂd∠9

F・，F・および∠A躍は応力とひずみであるから，これ

らをFig．1（a）の部材座標系に座標変換する．

　　　　　ノ　　　　　ノ　⑳百中のQ・，Q・の増分がそれぞれdQ£dQタに等し

いから，

　　　dQ’＝R；1dF‘一RJ15’d∠’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱
　　　dQ翌一R71dFノ＝R71　S夕d、」夕

さらに，仮定（5）によって，Zρ部分の両断面間の相対塑性

変形増分はそれぞれ翫d△9，砺d△夕で表され，仮定
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（6）によってこれらは部材端に集約されて生じるから，

　　　Zρ‘（Z∠’一R‘（オqヂ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2⑤
　　　zρ」d∠解一Rゴdq夕

となり，（25），㈱式より次式が得られる．

dQ’＝R’1@S8尺歩dg2牌・’し②7）

蒔R∫1s酷d・卜歩5タd・ヲ「

4．2　部材の弾塑性接線剛性行列

　立体骨組のはりや柱などを適当な長さに分割して単

位部材とし，その両端をi，jとする．まず，部材の

剛性行列を導くのに便利なように，部材端変位と部材

端力の増分を次のように再定義する．なお，本項では

煩雑さを避けるため，増分を表すdを省略する．

　　　　　　　　　　　　　’
三，j端の全変位

　　　　　　　　　　　　　　　　　Tq…回、ω峨・θ。・θ。・θ后｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　Tq戸｛㍑・り’ω’θ。・θ。・θ・・θ彪・1

，j端の弾性変位

　　　　　　　　　　　　　　　　Tqf一｛・鮮ω’θ監θ易θ暑θ斜

　　　　　　　　　　　　　　　　T’qf一｛吻テ婿θ穿・θ蜜・θ穿・θ三9

i，j端の塑性変位
　　　　　　　　　　　　Tq8一｛曜θ監θ監θ魁

　　　　　　　　　　　　Tqf一｛・溜・θ蜜・θ糾

，1端の材端力

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Tα一｛F。凸・F・・晦仙溜・諏・・｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　TQr｛F。、F。、F・・蛎蜘脇・脅。．・｝

，j端の弾性変位に対応する材端力
　　　　　　　　　　　　　　　ね　　　　　　　
Q’一｛F島F昂F島1畷磁磁M畠・｝
　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　Qf一｛F島FあFξ・鷹・畷忍ξ・M乞・｝

i，j端の塑性変位に対応する材端力

　　　　　　　　　　　　　TQ8一｛F跣峨醐勲£・｝
　　　　　　　　　　む　　　　　　　

Qター｛F£・MあM暑M8・｝・

囲

⑳

さらに，q‘，　qゴの成分とげ，　q9を用いて¢，弗を，ま

た，Q£Q夕の成分とQAQ9を用いてQ‘，Q，をそれぞ

れ次のように定義する．
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q‘一

σ‘一

駕彦一岬

θ師一θ跣

佐‘一θ£

メ　　　　　　ノ

θ鋤一θτ’

F島一F揚

ル1品一1臓

ル1義一〃易

ルf8‘一ル18彦

¢＝

δ，一

　　　ク包，　『包ノ

θy」一鶴

θ2」一θ8ノ

磁一θニヲ

F島一F島

ル1あ一〃．あ

ル1∫」一乃48，

〃£、一〃8、

（30）

61）

⑳，（31）式のq，Qの意味はF童g．6により明らかである．

図では便宜上，塑性関節に長さを与えており，平面

　　　　　　　　　　　　　　　モサ　て　・i・　　　11j　」一j4Plast’c　h’nge
　　　；　　　　　I　　　i’”」：・1・・tic　m・mber
　　　I　　　　　　　　　　　　　　　　　I
　　　【　　　　　　　　　　　　　　　　　I
　　　I　　　　　　　　　　　　　　I
　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　l

　　　　　　　　　　　　　　！1　　　　　　　　　　　　　10
　　　　　　　　　　　　　　　　　コ

二一「剛e
　　　　θ1e
　　　　　　　　　　　　　　　ヨ　　　　　　　θ」

ざp

i　　　i j　　j

elastic　displacements

Plastic　disp1己cements

　　q8　　　　　　　q‘　　　　　　　Q‘　　　　　　　Qξヨ

　　qf一Tq・、9一TQf
　　q’　　φ．　　Q・　　Q’
　　qタ　　　q、　　　δ∫　　　Qタ
ただし，7一の成分を掘　で表すと

　　孟1，15一置・，・一彦・β一匹・，・一言，，16一言、，17一孟，，、8一言、，、9

　　　　需孟駄9；孟1・，1・一睡・1，・1一言1亀・・一言、3，21一置、㌫22－1

　孟15，15一言・6，16一孟17，1・一遍・8，・8一オ、9，19一置、。，，。一孟21，21

　　　一孟22，22一一1

　言、，‘一目・，’その他の成分は0

（32）

ところで，弾性成分に対しては（3）式が成り立つから，

i，j成分に分けて書くと，

　　　　Q紀K毘K昌qq
　　　　Qf一κ名κ島qgl

また，塑性成分に対しては，（2の式より，

　　　　Q’君7S2　・　q自
　　　Qタ　・　澁Sタ・タ／

であるから，（32，㈹，（35）式より，

Q‘

Q」

Q‘

δ，

Vi

θi　百i

6
」　θ

　　」

・・P i，一）岡・P　M・P（、Fr）岡・P

・・
i’

阿i

．（

杯」

（

・「一一
j）・・

・jtotald’s｣甲entsof

nodal　forces　for　elastic
　　　　d｛splace冊ents

nodal　forces　for　plastic
　　　　displacements

nodal　forces　of　member

Fig．6　Displacements　and　Forces　of　a　Member

部材について示した．q，σは弾1生部材と塑性関節の

接合部における変位および節点力という物理的意味を

持っている．

　さて，塑性変形は材端部に集約されて生じるという

仮定によって，塑性関節の長さは零となることを考慮

すると，直ちに次の関係式が得られる．

q‘

q／

q‘

百ノ

一　’「

κ£κ£

K晃k5

0　　0

0　　0

K詫　lK£

κ£iK夕」

　0

　0

澁sg

　O

0

0

　0
毒s夕

q‘

q」

q‘

qノ

圃

G5＞

7．

eの

（33）

が得られる．ここで，ζ｝戸Q」一〇という条件を用いる

と，部材の弾塑性接線剛性行列が次のように求められ

る．

　　　　1：ト〔κ詫一K£　〔κ8」〕一1K∫1〕；：｝㈹

　なお，薄肉三管断面部材については，一般化応力増

分と一般化塑性ひずみ増分の関係を与える⑳式のかわ

りに，文献22）で述べた，降伏曲面と塑性流れ則によっ

て得られる関係を用いることも可能である．ただし，

このときは定式化の方法としては従来の手法（例えば，

文献（25）の第4編）をそのまま適用する方がよい’．また，

解法としてはより簡略化されるものの，⑳式を用い

る場合に較べて精度の劣化は免れな一こと，および繊

維の応力ひずみ関係の追跡が不可能であることは言う

までもない．
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4．3　塑性関節部の除荷の判定

　除荷は，関節部の断面力のなす塑性仕事増分dW8，

dWfの正負で判別する．dW8，　dWタは次式で計算でき

る．

dW2－Q7dq’

dレ「タ＝Q∫（オq夕

（39）

従って，次の条件を満たすときiまたは1端は除荷と

なる．

Q『dq’〈O

Q∫dq重く0
㈹

　実際には，数値計算を行って，いるため一度弾塑性状

態を経験した関節の塑性仕事増分は，除荷後も完全に

は零とならない．このため，除荷状態にある関節を再

び半平と判断してしまう危険があるので，丁丁の判別

を次式で行っている．

Q『弼く一・l
Q∫d，夕く一θf ω

ここに，θは正の微小量であり，目安としてはその関

節が過去に経験した塑性仕事増分の最大値の10％程度

でよい．

5．部材剛性の全体座標系への座標変換

　本解法では，大変形問題への適用を考えて，部材の

変形成秀と剛体変位成分とを分離し，変形後の部材の

座標変換行列を更新しているが，方法としては前田ら1

23）の提示したものを踏襲した．また，材軸方向の回転

の微分項θ翫，θノ。」の取扱いについては藤本ら12）に準じ

た．

6．解析手順

　解析には変位制御形荷重増分法5）を用いた．具体的

な解析手順を示せば次の通りである．

　（i）全体座標系において計算された変位増分を部材

座標系における変位増分に変換し，これから鰍式を用

いて部材端力増分を計算して前ステップまでの部材端

力に加えこむ．また，ω式によって除荷の判定を行う．

　全ての関節で除荷が生じていなければGii）にとぶ．

一関節でも除荷があれば次の（iDに進む．

　（iD新しい部材十干によって収敏計算を行い，除菌

関節の5’（Sわを計算する．その後，関節の繊維の全

ての状態を前ステップの状態にもどす．この除荷後の

5’（5勢を用いて部材の剛性を作製し，再度骨組の挙
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動を計算してG）にもどる．

　qiD新しい部材端力を全体座標系に変換する。全体

座標系における変位増分を前ステップまでの変位に加

えこみ，これを用いて新しい部材座標系およびその座

標系における真の変位成分q‘，q、を求める23）・24）．そ

の後，御，（32）式を利用して計算されるdq’，　dq夕を積算

したq’，q9を差し引いて，弾性成分q8，匂fを求めてお

く．部材端野を再度新しい部材座標系に変換し，これ

を用いて収敏計算を行い，5忍59を求める．剛性行

列の計算には膨，島の値が必要であるが，これについ

ては後に検討することとし，とりあえず1要素の長さ

を充分小さくすることを前提に，要素の長さを乙とし

て彪＝Zρ戸L／2とおく．これらの5名5£Zρ‘，Zρ」およ

びq’，q∫を用いて新しい部材剛性行列を作製し，骨組

全体の増分計算を行ってG）にもどる．

　概略以上のようであるが，5£S9の収敏計算時に関

節の繊維にひずみのもどりが生じた場合の取扱いにつ

いて触れておく．繊維の下荷は，前ステップにおいて

収敏した状態を基準として考える．従って，収敏計算

中に単にひずみのもどりが生じただけでは弾性回復と

は考えず，前ステップでのひずみ値よりも更にもどっ

たとき，はじめて弾i生回復が起こるとする．

7．解析例
7．1　曲線1形はりの耐皆野解析

　曲線1形はりの堺町力解析を行い，福本ら26）の実験

値および解析値と比較する．供試体は，曲率半径一定

で両端単純支持の1形はりである．Fig．7に座標系を

示す．X軸とY軸を断面の二つの主軸に一致させ，　Z

軸をはりの軸の接線方向にとる．供試体の各部寸法は

Table．1に示すとうりである．解析に用いた卸量は，

断面積、4＝30．04c㎡，強弓および弱軸回りの断面二次モ

ーメント1シー＝2984．Ocm　4，　Iz＝133．7cm　4，そり定数

1ω＝20830．Ocm　6，サンブナンのねじれ定数」一5．21cm，

1。ニ∫（g2十功2吻dzニ437400．Ocm夕素材の降伏応力

σッ＝2．4t／c㎡，ヤング率E＝2100．Ot／c㎡，横弾性係数

二810．Ot／c㎡，素材の応力ひずみ関係はFig．8のもの

を用いた．Fig．9は塑性関節部の数値積分を行うため

の断面分一図である．応力ひずみ関係は繊維の重心に

ついて追跡した．支持端は，X，　y方向変位および材

軸方向のねじりを拘束し，他は自由どして計算した．

また，負荷はFig．10に示すように，圧縮フランジの

中央上部に集中荷重を，図心から15cmの距離を保って

常に垂直に与えている．解析に際しては，はりの半分

を14要素に等分割した．
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　Fig．11にB　R－1の荷重とスパン中央での変位

．π，”，φとの関係を示す．福本らの実験値をそれぞれ□，

△，○印で，同じく福本らによる伝達マトリクス法を

用いた解析値をそれぞれ細い破線，実線，一点鎖線

で，本解法による解を太線で示している．Fig．12は

BRシリーズの荷重対スパン中央での回転角φとの関

係である．実験値を○印，解析値を一点鎖線で表し，

福本らの解を細線で，本解法を太線で示している．本

　　　ド
　　　↓．⊥

　　　　150mm
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　　　　Fig．7　Curved　I－Beam26）

Table　l　Dimensions　and　Curvatures　of　Curved

　　　　I．Beam26）

（L／8R）N （L／8R）凹　　　L Remarks

Fig．10　Loading　Cond量tion　and　Finite　Elements

Beam．No

BR－1

BR－2

BR－3

Nomina1

d

250．1

251．8

250．4

250．0

b

100．6

100．6

100．9

100．0

w

5．5

5。7

5．6

6．0

t

8．4

8．3

8．3

8．0

1／100

1／200

1／1000

1／97　　2800

1／206

1／1379
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L＝Length　of　Span　along　the　Curved　Web　Center　Line

NgM＝Nominal　Value　and　Measured　Value

rrb－1
　　　ヨ
　　　　〒

　　　一

σ

解法は直線材近似であること，大変形の影響を比較的

厳密に考慮していること，サンブナンのねじれ剛性に

及ぼす断面降伏の影響を考慮していないこと，などの

理由から福本らの解析値とは必ずしも一致していない

が，いずれも実験値の傾向をよく表現していると言え

よう．Fig．13は，　B　R－1の塑性域の拡がりめ様子

およびスパン中央部断面の応力分布を示す．上フラン

ジが全塑性状態となって崩壊に至っている．

tan
一1E
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Fig．8　Stress－Strain　Relationship

巳

7．2　軸力と任意方向水平力を受けるH形断面柱

　最高荷重点以降の繰返し挙動の解析例として，軸力

と任意方向水平力を受けるH－100×100×6×8の片

持ばり形H形鋼柱の挙動を解析し，松井ら7）の実験結

果と比較する．解析では以下の諸元を用いた．A＝

21．9c㎡，1ッ＝383．Ocm　4，12＝134．Ocm　4，1ω＝2821．Ocm夕

」＝4．02cm　4，∫7＝14807．Ocm　6，　σ》＝2．87t／c㎡，　E＝

2100t／c㎡，　G＝810．ot／c㎡，素材の応力ひずみ関係は

Fig．8のもの，断面分割はFig．9の通りとした．要素

分割は柱を10等分割し，そり変形は上下端とも拘束し

た．Fig．14において，座標系ならびに以下の表示に
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Fig．11　Load　versus　Deflection　Relationships（BR－1）
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用いる諸軍を定義する．

　Fig．15～Fig．17　に荷重変形曲線を示す．P／Py

は降伏軸力Pッに対する軸力Pの比，θ，H，⑰，む

等についてはFig．12　を参照されたい．　Fig．15のθ

ニ30。はむで制御し，Fig．16のθ＝60。は万で制御して

それぞれ実験値の馬荷点に一致させた．本解法の結果

は，繰返しによる硬化や曲線の形状など実験値の傾向

をよく表現し得ている．

8．結　　語

　鋼構造立体骨組の簡略な非線形解析法の提案を目的

とする論文の第一報として本稿では基礎理論を提示し

た．本解法は，基本的には塑性関節法であって従来適：

当な降伏関数と塑1生流れ則で得ていた関節部の塑性変

形成分を，断面の接線係数行列を利用して計算しよう

とするものであり，部材の剛性行列の中に仮想の弾塑

性域の長さあを含んでいる．このあの値は解析結果の

精度に大きな影響を及ぼすが，理論的には一要素の長

さZを充分小さくして要素両端のZ．の値をそれぞれZ

／2とすれば，解析結果は厳密な解に極めて近いもの

となることが期待できる．本稿では，曲線1形はりの

耐聴力解析26）と軸力および任意方向水平力を受けるH

形断面柱7）に対応する解析を充分な要素分割数を以っ

て行い，それぞれ既往の研究結果と比較して基礎理論

の妥当性を検証した．
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